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Ⅰ.働くことを軸とする安心社会
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Ⅱ.2050年カーボンニュートラルに向けた連合の考え方

〇ＳＤＧsの理念に基づき、イノベーションの動向や経済・社会状況などの不確実性を踏まえ、
複数のシナリオやオプションのもと、予見可能性の向上と丁寧な国民的議論を通じた合意形
成を図りながら進める。

〇関連する施策の検討・実施に当たっては、エネルギーの移行をはじめとする産業構造の転換
に伴う経済・社会・雇用への負のインパクトを最小化するため、労働者を含む関係当事者と
の積極的な社会対話を行い、「公正な移行」を実現する。
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Ⅲ.「第７次エネルギー基本計画」策定議論に求めること
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（１）複数シナリオの提示
エネルギーの政策転換とインフラ変革には長い時間がかかるため、多様

な前提条件に基づく複数シナリオを客観的に予測して示した上で、考え
うる政策や技術を羅列するだけでなく、それぞれの効果、優先順位、資
源配分についても検討する。

（２）国民的議論を経た丁寧な合意形成
エネルギー供給は、国民生活、経済活動に必要不可欠であり、エネル
ギー政策の策定に当たっては、国民の理解・納得、国民合意を得ること
が重要。国民への「情報公開・情報提供」が適切に行われた上で、労働
代表、産業代表、消費者代表など広く国民各界各層が参加する公正で透
明な国民的議論が確立されることが必要。

（３）喫緊の課題への対応
今後の政策の方向性にかかわらず早急な意思決定と対応が求められる課
題（廃炉や使用済み核燃料の対応、脱炭素電源を推進していくための
人財の確保・育成）などは、対応のあり方を決定する道筋を明確に示す
ことが必要。



• 新しいエネルギーミックスを構築する際には、「Ｓ＋３Ｅ」の視点、
すなわち「安全・安心」「エネルギー安全保障を含む安定供給」
「コスト・経済性」「環境」の視点から検討する。あわせて、国民
生活や雇用、経済への影響を明らかにする。

• 「成長志向型カーボンプライシング」の具体的制度設計に向けては、
Ｓ+３Ｅを原則として産業の競争力を確保し、雇用への影響を最小限
に留めるため、脱炭素移行コストは特定産業だけでなく、便益を享
受する国民全体で広く負担することを基本に、丁寧な議論の上で進
める。

• 省エネの徹底、水素等、アンモニア、蓄電池、ＣＣＵＳなどの技術
開発の推進と社会実装を進める。

Ⅳ.第７次エネルギー基本計画策定に向けた連合の考え方
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